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研究成果の概要（和文）：本研究の主要な研究成果は以下の３点である。第１に、理工系研究者に対する調査デ
ータから、研究業績を制御したうえでも6％の男女間給与格差が存在する一方、母親であることの給与格差は存
在しないことを発見した(Takahashi他 (近刊))。第2に、Kawabata and Abe (2018)は、東京首都圏での女性就業
率の地域差を分析し、東京近郊の郊外地域では、子供を持つ有配偶女性の就業率が低いことを示した。最後に、
Kodama他(2018)では、日本の外資系企業では、女性活用が進んでいることを示し、女性活用のためには海外から
の直接投資による人材管理の移管が効果を持ちうることを示唆した。

研究成果の概要（英文）：The main findings of the project are the following three. First, based on 
the original survey of STEM field researchers, Takahashi et al. (2018) find that a 6% pay gap exists
 after controlling for research productivity. They do not find a motherhood wage penalty. Second, 
Kawabata and Abe (2018) explore intra-metropolitan spatial patterns of female labor force 
participation in the Tokyo metropolitan area, and find that married mothers residing in the inner 
suburbs tend to work less than married mothers residing elsewhere. Finally, Kodama et al. (2018) 
examine the effect of foreign ownership on gender-related employment outcomes and work practices in 
Japan. The analysis suggests that foreign affiliates in Japan seem to utilize female workforce 
effectively. Therefore, the foreign direct investment has a potential to improve allocation of 
female talent. 
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１．研究開始当初の背景 
 女性労働力を他の先進国並みに活用する
こと、また、研究者のなかでの女性比率を高
めることは、日本における重要な政策課題の
ひとつであると考えられる。女性の就業につ
いて他の先進国と比較した日本に特有な点
は、（１）他の先進国と異なり、高学歴女性
の就業率が高学歴でない女性と比較して大
幅に高くはないこと（OECD Employment 
Outlook 2002）、（２）高学歴女性の大都市部
での就業率が低いこと、である。 
 
２．研究の目的 
 この研究では、高学歴女性のもつ人的資本
の有効活用がどのように可能になるかを探
索する目的で、（１）大学教員・研究者とし
ての高学歴女性の就業と賃金、（２）高学歴
女性の労働に関する指標（就業率等）の地域
差、の 2点について実証研究を行なう。大学
教員・研究者は、高学歴女性の中でも最も
高い学歴と知識労働が求められる職業であ
り、そこでの女性の割合を高めることは、
高学歴女性の活躍推進の重要な部分を占め
るといえる。さらに、高学歴女性は都市に
居住する傾向が強いため、大都市での女性
の就業率の阻害要因を明らかにすることに
も意義があると考えられる。本研究では多
様なデータの統計的分析を通じて、女性の就
業をめぐる実態を把握し、女性の就業や活躍
を阻害している要因が何であり、それをどの
ようにして解決しうるのか、を検討する。 
 
３．研究の方法 
 既存研究で多くは用いられてこなかった
多様なデータ（国勢調査や就業構造基本調査
等の公的統計のオーダーメイド集計データ
やミクロデータ、独自に調査して収集した大
学教員に関するデータ、企業レベルの女性の
雇用や管理職・役員への登用に関するデータ
など）を用い、女性の就業・企業における雇
用・労働時間・賃金等の労働市場に関する指
標、およびそれらの男女差を統計的に分析す
る。その際、高学歴女性の労働に関する指標、
および指標の地域差とそれらの推移に特に
着目して分析を行なう。 
 
４．研究成果 
 主な研究成果は以下の４点である。第１に、
Takahashi 他 (2016)においては、日本の大学
の理工系の研究者（専任）対して行なった独
自の調査データを分析して、理工系における
男女間給与格差が、詳細な学歴・研究業績・
詳細な研究分野・配偶関係・子どもの有無な
ども制御したうえでも、6％の男女給与格差
があることを示した。この分析においては研
究業績も制御されており、かつ日本の大学に
おいては、給与表が存在している。その中に
あってどのように男女差が生じうるのかに
ついて、論文では、たとえばボーナスの多寡
などに男女差がある可能性が示唆している。

第２に、Kawabata and Abe (2018)では、女
性就業が大都市地域の中心部と郊外地域と
では異なることを、東京大都市圏について分
析し、男性の通勤時間が長いところでは女性
の就業率が低くなる傾向があり、これは子ど
もを持つ女性について特に強いことを示し
た。そして、家庭における男女分業に、首都
圏の中心部と郊外部では違いがある可能性
を示唆した。具体的には、男性が外で働き女
性は家庭で家事や育児を担うという性別分
業は、郊外部で特に顕著であり、その要因の
ひとつが通勤費用と地価の高さにあるので
はないかという仮説を提示し、データはその
仮説と整合的であることを示した。さらに、
子どものある女性は通勤コストが就業に対
しての阻害要因になることを示唆した。第３
に、 Kodama, Javorcik and Abe (2018) で
は日本企業で外国資本の保有割合が増えた
ときに、労働者や役員の女性登用が変化して
いるかどうかを、複数のデータセットを用い
て検証した。ここで用いた指標は、労働者・
管理職・役員に占める女性の割合、また管理
職や役員に女性が 1人以上いるかどうか、と
いう指標である。その結果、外資保有がある
程度長期間であり、かつ保有比率が高いケー
スにおいては、女性登用が進むという結果が
得られた。最後に、日本における女性就業率
の地域差が長期的に縮小したことについて、
以下の研究成果を得た。安部 (2016)では
1955年から1975年にかけては都市化に伴い、
都市近郊での女性の就業率が下がったこと、
1955 年から 1995 年にかけて、地方部で農業
が縮小したことにより農業で働く女性が減
少したが、一部の地方では製造業での女性の
就業が増えたこと、を示した。Abe (2018）
では、1982 年から 2012 年への地域差縮小の
要因として、女性の中での有配偶者・子ども
の有無別の、人口の構成変化の影響に着目し
た。具体的には、25－39 歳の女性の中で未婚
女性の割合が上昇し、そのことが大都市地域
の女性の就業率を地方部よりも大幅に押し
上げる構成変化が、女性就業率の地域差縮小
に大きな影響をもったことを示した。 
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